
BIGLOBEサービス「ハイブリッドホームルーターレンタル」特約 

 
ビッグローブ株式会社 

 
第1章 総則 
第1条（本特約の適用） 
1 ビッグローブ株式会社（以下「当社」といいます）は、この BIGLOBE サービス「ハイブリッドホームルーターレンタル」特

約（以下「本特約」といいます）に基づき、当社が別途定める『BIGLOBEサービス「BIGLOBE光プラス by auひかりプラ

ス」特約』（以下「本サービス特約」といいます）に従い提供する「BIGLOBE 光プラス by au ひかりプラス」（以下「本サー

ビス」といいます）を利用するために必要となるハイブリッドホームルーター（宅内設置機器およびその付属品などを含み、以

下「機器」といいます）のレンタルサービス（以下「本レンタルサービス」といいます）の提供条件を定めます。 
2 本レンタルサービスは、本サービスを利用するために必要となる機器およびその付属品等の貸与を行うものであり、本サービス

その他の電気通信役務の提供自体を行うものではありません。 
3 本レンタルサービスの利用にあたっては、本特約のほか、当社が別途定める「BIGLOBE 会員規約」（以下「会員規約」といい

ます）、本サービス特約、取扱説明書、設定手順書、および当社Webサイト上の掲載事項等が適用されます。本特約とこれらの

規約等の定めが矛盾または抵触する場合には、本特約の規定が優先して適用されるものとします。 
 
第2条（本特約の変更） 

当社は、民法の定めに従い、本特約を変更することがあります。この場合、本レンタルサービスの提供条件は、変更後の本特約

によります。なお、当社は、変更後の本特約およびその効力発生時期を、当社の Web サイトに掲示する等の相当の方法で周知

するものとし、変更後の本特約は、当該効力発生時期が到来した時点で効力を生じるものとします。 
 
第3条（用語の定義） 

本特約において、次の各号に掲げる用語は、当該各号に定めるとおりとします。 
（1）本サービス契約：本サービスの提供を受けるために、契約者が本サービス特約に基づき当社と締結する契約をいいます。 
（2）本レンタル契約：本レンタルサービスの提供を受けるために、本特約に基づき当社と締結する契約をいいます。 
（3）利用者：当社と本レンタル契約を締結している者をいいます。 
（4）申込者：本レンタル契約の申し込みをした者をいいます。 
（5）機器動作データ：機器の品質改善、機能向上、保守、トラブルシューティング等の目的で取得される端末識別情報、設定

情報、接続ログ、および動作ステータス等のデータをいいます。 
（6）提携事業者等：KDDI 株式会社（以下「KDDI」といいます）、沖縄セルラー電話株式会社、UQ コミュニケーションズ株

式会社、および機器の製造・物流・保守業務等を担う事業者をいいます。 
 

第2章 契約の成立および条件 
第4条（レンタル契約の単位および必須性） 
1 当社は、1の本サービス契約につき1の本レンタル契約を締結します。この場合において、利用者は1の本サービス契約につき

1人に限るものとします。 
2 本レンタルサービスは本サービスと不可分一体として提供されるものであり、本サービスの申し込みおよび利用には本レンタル

サービスの申し込みおよび利用が必須となります。 
 
第5条（申込および承諾） 
1 本レンタル契約の申し込みは、本サービス契約の申し込みと同時に、当社所定の方法により本特約を承諾の上で行うものとしま

す。 
2 当社は、本レンタル契約の申し込みがあったときは、受け付けた順序に従って審査を行い、これを承諾します。 
3 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、本レンタル契約の申し込みを承諾しない、または成立した契約を解除するこ

とができるものとします。 
（1）申込者が本サービス契約の申し込みを撤回し、もしくは不承諾となった場合、または本サービス契約が成立しない場合 
（2）申し込み内容に虚偽、誤記、または記入漏れがあった場合 
（3）申込者が本レンタルサービスまたは当社もしくは提携事業者等の提供する他のサービスの料金等の支払を怠り、または怠

るおそれがあると当社が判断した場合 
（4）本サービス契約の契約者名義と本レンタル契約の申込者名義が異なる場合 
（5）本特約、本サービス特約、または会員規約に違反したことがある、あるいは違反するおそれがあると当社が判断した場合 
（6）機器の在庫不足、生産遅延、その他当社の業務の遂行上支障があると当社が判断した場合 
（7）申込者が反社会的勢力に該当する、または密接な関係を有していると認められる場合 
（8）申し込み時に届け出た設置住所以外の場所で機器を利用するおそれがあると当社が判断した場合 



 
第6条（レンタル契約の成立および契約期間） 
1 本レンタル契約は、当社が申し込みを承諾した時点で成立します。 
2 本レンタル契約の開始日は、機器が利用者の指定した住所に着荷したことを当社が確認した日、または本サービスにおける 5G

通信が可能となった日（初回接続が検知された日）のいずれか早い日とします。 
3 本レンタル契約の期間は、前項に定める開始日から、本サービス契約が解約、解除、または終了する日までとします。 
 
第3章 機器の貸与、管理および運用 
第7条（機器の所有権および貸与） 
1 利用者に貸与される機器の所有権は、当社または当社が指定する第三者（提携事業者等）に帰属します。 
2 利用者は、機器を善良な管理者の注意をもって使用・保管し、取扱説明書等に従い適正に運用するものとします。 
3 利用者は、機器について、第三者への譲渡、転貸、質入、担保提供、その他当社の所有権を侵害する一切の処分を行ってはなり

ません。 
 
第8条（設置場所の制限および位置情報の確認） 
1 本サービスおよび機器は、利用者が本サービス契約の申し込み時に当社に届け出た設置住所（以下「届出設置住所」といいます）

においてのみ利用できるものとします。 
2 当社および提携事業者等は、機器に搭載された位置情報取得機能（GPS情報および接続する5G/4G/WiMAX2+基地局情報等）

により、機器の設置場所および移動の有無を定期的に確認・特定します。利用者は、かかる位置情報の取得および確認に同意す

るものとします。 
3 利用者が届出設置住所以外の場所で機器を利用している、またはそのおそれがあると当社が判断した場合、当社は本サービスの

提供を停止し、または本レンタル契約および本サービス契約を解除することができるものとします。 
 
第9条（禁止事項） 

利用者は、本レンタルサービスの利用にあたり、次の各号に定める行為をしてはいけません。 
（1）機器を取り外し、改造し、分解し、または損壊する行為 
（2）機器に組み込まれたファームウェアやソフトウェアの改変、逆コンパイル、逆アセンブル、リバースエンジニアリング等

の行為 
（3）機器に登録・設定されている情報を読み出し、変更し、または消去する行為 
（4）電波法に基づく技術基準適合証明等に反する利用、または不正な他機器・付加物等を接続する行為 
（5）届出設置住所以外の場所で機器を使用する行為 
（6）本サービス契約および本サービス特約の規定に反する態様で機器を利用する行為 
 

第10条（機器動作データの取得・送信および取扱い） 
1 機器は、サービスの品質改善、機能向上、保守運用、および故障診断等を目的として、機器動作データを自動的に取得し、当社

または提携事業者等（株式会社KDDIテクノロジー、NECプラットフォームズ株式会社等を含みます）へ送信する機能を有し

ています。利用者は、当社および提携事業者等がかかるデータを取得し、上記の目的の範囲内で相互に提供・利用することにあ

らかじめ同意するものとします。 
2 利用者が前項に定める機器動作データの提供に同意しない場合、機器の設定画面（クイック設定Web）から「品質向上のため保

守データ送信機能」の停止操作を行うことで、データの送信を停止させることができます。 
 

第11条（設置・接続およびサポート） 
1 利用者は、自己の費用と責任において、機器の設置、接続、設定、運用および保守を行うものとします。機器と利用者が所有す

る端末（パソコン、スマートフォン、LANケーブル等）の接続に必要な物品、電源等は、利用者が準備するものとします。 
2 利用者が前項の準備を怠ったこと等により機器を利用できない場合であっても、次章に定める機器レンタル料の支払義務は免れ

ないものとします。 
3 当社は、当社が別途定める範囲において、電話、電子メール、または Web サイト等により、機器の接続・設定に関するサポー

トを提供します。 
 
第4章 故障、交換および返却 
第12条（機器の故障・滅失および不具合時の対応） 
1 機器に故障、滅失、不具合または毀損等が生じた場合、利用者は速やかに当社に連絡するものとします。 
2 当社は、前項の連絡を受けた場合、故障の原因が利用者の責めに帰すべき事由によらないと判断したときは、無償で同等機能を

有する機器（以下「代品」といいます）と交換します。この場合、利用者は代品の受領後速やかに故障品を当社の指定する場所

へ返送するものとします。 
3 利用者の故意、過失、取扱不注意、または本特約違反により機器が故障、滅失、毀損、または盗難・紛失した場合、当社は、契



約者に対し、機器購入代金相当額または修理費用（損害金）を請求することがあります。 
 
第13条（機器の返却手続） 
1 本サービス契約または本レンタル契約が解約、解除、または自動終了等により終了した場合、利用者は、当社の指示および指定

する期日・方法に従い、速やかに機器（本体および付属品一式）を当社またはKDDIが指定する場所へ返却するものとします。 
2 利用者が本サービス契約の解約に伴い機器を返却する場合、KDDIより着払い伝票等が送付されるものとし、利用者は当該伝票

等を用いて返却を行うものとします。ただし、利用者の都合による任意返送等の場合は、返却にかかる送料を利用者が負担する

ものとします。 
3 利用者が機器を返却する際に、利用者の私物（自前のLANケーブル、変換プラグ、各種アダプタ等）が同梱・付着していた場

合、当社へ届いてから 30 日が経過した時点で利用者が所有権を放棄したものとみなし、当社にて処分できるものとします。当

社は処分に伴う補償等の責任を一切負いません。 
 
第14条（機器の未返却に関する損害金等） 
1 本レンタル契約の終了日（本サービス契約の解約日・解除日等）から当社が別途指定する期日までに機器の返却が確認できない

場合、または返却された機器が利用者の故意・過失により破損・改変されていた場合、利用者は、当社に対し、別表に定めるハ

イブリッドホームルーター未返却費用を速やかに支払うものとします。 
2 前項のハイブリッドホームルーター未返却費用を支払った場合であっても、利用者は機器の所有権を取得するものではありませ

ん。 
 
第5章 料金等および支払方法 
第15条（機器レンタル料） 
1 利用者は、機器のレンタル対価として、別表に定める機器レンタル料（月額費用）を当社に支払うものとします。 
2 機器レンタル料の課金開始日は第6条第2項に定める契約開始日の属する月の翌月初日とし、本レンタル契約が終了する日の属

する月の末日まで月額にて課金します。 
3 本サービス契約および本レンタル契約を契約開始月の翌月以降に月の途中で解約された場合は、日割り計算を行わず1カ月分を

満額請求します。 
 
第16条（料金の計算および支払方法） 
1 本レンタルサービスにかかる料金等（機器レンタル料、機器損害金等）の計算において、1円未満の端数が生じた場合はその端

数を切り捨てます。 
2 本レンタルサービスにかかる料金等の支払方法は、本サービス特約に準じ、本サービスの回線利用料等と一括して KDDI 請求

にて支払うものとします。 
 
第17条（延滞利息） 

利用者が料金等（延滞利息を除きます）について支払期日を経過してもなお支払わない場合、利用者は、支払期日の翌日から支

払日の前日までの日数について、年14.5％の割合（閏年の日を含む期間についても365日あたりの割合とします）で計算した額

を延滞利息として、当社が指定する期日までに支払うものとします。 
 
第6章 契約の終了、免責および雑則 
第18条（当社による本レンタル契約の解除） 
1 当社は、利用者が次の各号のいずれかに該当した場合、何らの催告を要することなく、直ちに本レンタル契約を解除することが

できるものとします。この場合、利用者は直ちに機器を返却するものとします。 
（1）利用者が本特約、本サービス特約、または会員規約の条項のいずれかに違反したとき 
（2）本サービス契約の申込において、虚偽の申告を行ったことが判明したとき 
（3）料金等の支払停止、支払不能、破産手続開始、民事再生手続開始等の申し立てがあったとき、または仮差し押さえ、差し

押さえ、競売の申し立てを受けたとき 
（4）本サービス契約が理由の如何を問わず解除、解約、または終了したとき 

2 前項に基づく契約解除により当社に損害が生じた場合、利用者はその損害を賠償するものとします。 
 
第19条（本サービス契約との連動および自動終了） 

本サービス契約が理由の如何を問わず終了（解約、初期契約解除、解除、自動終了等）した場合、本レンタル契約も何らの手続

きを要することなく当該終了日をもって自動的に終了するものとします。 
 
第20条（免責および損害賠償の制限） 
1 当社は、機器の貸与開始において、機器が正常な機能を備えていることのみを担保し、機器の商品性、特定の利用目的への適合

性、または常時安定した通信性能について何ら保証するものではありません。 



2 当社の責めに帰すべき事由により、機器の故障・不具合等により利用者が機器を全く利用できない状態が生じた場合、当社は、

当社の責めに帰すべき事由に基づく直接かつ通常の損害に限り、当該機器の1カ月分の機器レンタル料に相当する額を上限とし

て損害を賠償します。ただし、当社に故意または重過失がある場合はこの上限を適用しません。 
3 当社は、利用者が機器の利用、設置、接続、設定等に関連して被った第三者からの請求、損害、または不利益について、当社の

故意または重大な過失による場合を除き、一切の責任を負わないものとします。 
 

第21条（準拠法および合意管轄裁判所） 
1 本特約の成立、効力、履行および解釈に関しては、日本法が適用されるものとします。 
2 本レンタルサービスまたは本特約に関して当社と利用者との間で訴訟の必要が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とします。 
 
附 則 
第1条（実施時期） 

本特約は、2026年9月17日から実施します。 
 
 



別表（料金等および機器損害金） 
 
1. 機器レンタル料（月額費用） 

ハイブリッドホームルーターレンタル料：1の機器レンタル契約あたり780円／月（税込 858円／月） 
 

2. 機器レンタル料（月額費用） 
ハイブリッドホームルーター未返却費用：38,200円（不課税）契約終了後、指定期日までに機器の返却がない場合 

 
以 上 


